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TaxFlash 
タックス・ホリデー規則のアップデート

Economic Policy Package（経済政策パッケージ）XVIの一環として、財務大臣は2018年11月
27日付けで財務大臣規則 No.150/PMK.010/2018（以下「PMK-150」）の公布を通じて、タッ
クス・ホリデー規則を更新しました。PMK-150の公布により、直近の財務大臣規則
No.35/PMK.010/2018 （以下「PMK-35」）は廃止されます。PMK-35の詳細は、 Tax Flash
No.03/2018 をご参照ください。

タックス・ホリデー政策の枠組みのほとんどは変更されていません。従来のPMK-35からの主
な変更点は以下の通りです。

適格性 

1. PMK-150 では、先駆的産業の記述を以下のとおり変更しています:

a. 統合上流基金属

b. 統合石油・ガス精錬所

c. 石油、ガス又は石炭由来の統合石油化学品

d. 統合無機基礎化学品

e. 農業、プランテーション又は林業生産物由来の統合有機基礎化学品

f. 統合製薬原材料

g. 放射、医療用電気又は電気療法機器（変更）

h. 電子製品又はテレマティクス機器の主要部品（変更）

i. 機械及びその主要部品（変更）

j. 製造用機械の製作を支援するロボット部品（変更）

k. 発電所用機械の主要部品（変更）

l. 車両及びその主要部品（変更）

m. 船舶の主要部品（変更）

n. 列車の主要部品（変更）

o. 航空機主要部品及び航空宇宙産業支援活動（変更）

p. パルプ生産用の農業、プランテーション又は林業ベースの加工業（新規）
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q. 経済インフラ、又は 

r. データ処理、ホスティング、及び関連活動を含むデジタル経済（新規） 

各先駆的産業の適格な事業分野標準分類（Klasifikasi Baku Lapangan 
Usaha/KBLI）の詳細は、投資調整庁（Badan Koordinasi Penanaman 
Modal/BKPM）規則により規定されます。当該リストに記載されない事業セクターは、
依然として個別チャネルを通じて財務大臣に申請を行うことができます。 

また、PMK-150 では、国家戦略プロジェクト（Proyek Strategis Nasional/PSN）の実施に
あたり委任された特定の納税者がタックス・ホリデーの適用を申請することを認めていま
す。 

2. 資本投資計画 

新規資本投資計画の法定最低限度額は、今般の変更により1000億ルピアにまで減額さ
れました。 

 

優遇措置 

PMK-150下で適用可能な優遇措置は以下のとおりです。 

規定 

資本投資計画 

1000億ルピア～< 5000億
ルピア 
(新規) 

≥5000億ルピア 

法人税（CIT）
軽減率 

50% 100% 

優遇期間 

（商業生産の
開始から起
算） 

5年間 

 

5～20年間（投資額により異なる） 

No. 投資額 
(ルピア) 

期間 
(年) 

1 
5000億以上～1

兆未満 
5 

2 
1兆以上～5兆未

満 
7 

3 
5兆以上～15兆未

満 
10 

4 
15兆以上～30兆

未満 
15 

5 ≥ 30兆以上 20 
 

経過措置 以降2年間、25%のCIT軽減 以降2年間、50%のCIT軽減 

 

商業生産開始を評価するための実地調査で、国税総局が資本投資計画が完全に実現されて
いないと判断した場合、国税総局はCIT軽減率又は優遇期間を、実際に実現した投資額に基
づき調整する場合があります。この規定は、PMK-35下でタックス・ホリデーが認可された納税
者にも適用されます。 
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申請プロセスの変更 

PMK-150では、Online Single Submission（OSS）システムを通じたタックス・ホリデー申請の処理
を導入しています。申請手続は納税者の種類・状況により異なります。 

1. 先駆的産業に該当する適格納税者 

 

 

2. 適格KBLIに該当しない納税者 

インドネシア政府は、先駆的産業として記載されていない産業について、申請者が他の全
ての要件を満たす場合は、適用申請を受理する姿勢を見せています。申請プロセスは以
下のとおりです: 

 

国税総局長官は財務大臣に代わり、完備されたプロポーザルがOSSから受領されてから5営
業日以内に申請書に関する決定を通知します。 
 

申請期間 

PER-35同様に、タックス・ホリデーの認可を受けた納税者は、税務優遇措置を同時に享受す
ることはできません。 

OSSシステムから国税総局長官を通じて財務大臣に提出されるタックス・ホリデー・プロポーザ
ルは、PMK-150発効日から遅くとも5年以内、即ち2023年11月26日までに提出しなければなり
ません。 
 

経過措置 

PMK-150では、以下の経過措置を規定しています: 

1. 「従来」の財務大臣規則下でタックス・ホリデーの認可を受けている納税者は、既存の優遇
措置をその終了日まで享受できる。 

2. PMK-35に基づく審査中のプロポーザルに対するタックス・ホリデー申請書、又はBKPMよ
り2015年8月16日以降に許可証（ライセンス）の発行を受けた適格納税者の審査中のプロ
ポーザルに対するタックス・ホリデー申請書の取扱については、BKPM規則にて規定され
る。 

納税者がOSSを通じて適格性を確認

OSSが納税者に適格性の可否を通知

納税者が以下の電子コピーを提出して、申請を完了:

-資本投資計画における固定資産一覧及び負債資本比率の遵守、並びに

-国内株主の場合は、タックス・クリアランス・レター

商業生産開始前に以下のいずれかに該当すること:

- BKPMへの新規営業許可証（事業ライセンス）申請中であること、又は

- BKPMによる新規営業許可証の発行から1年以内であること

納税者からの完備された申請書を受領後:

- OSSが国税総局を通じてプロポーザルを財務大臣に提出

- OSSが当該提出を納税者に通知

納税者からの完備された申請書を受領してから、BKPMは納税者の適格性
について関連省庁と協議する

納税者が先駆的産業の基準を満たすと判断された場合

BKPM長官がOSSシステムを通じて、国税総局長官を経
て財務大臣に申請書を転送する
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